
　12月定例会では、11月29日と12月２日、３日の３日間にわたり19人の議員が一般質問を行い、太田市政の現状や将来に対する
方針などに関して活発な議論を展開しました。紙面の都合により、質問した議員に確認の上、１問を選び、質問と答弁の要旨を
紹介します。なお、一般質問の模様は、太田市議会ホームページ「インターネット中継」からご覧いただくことができます。また、
本定例会の正式な会議録は、市政情報コーナーや市立図書館、市議会ホームページ、議会事務局などで、３月下旬からご覧いた
だけます。詳しいことは、議会事務局（　０２７６－４７－１８０６）までお問い合わせください。12月定例会  一般質問要旨

議　員　台風19号による有事対応の際
には、さまざまな方法で市民へ情報を発
信しましたが、分かりづらかったとの声も
多くあります。情報伝達では、受信側が内
容を理解できることが重要と考えますが、
所見を伺います。
総務部長　検証し改善することと併せて、
市民の防災意識を高めるための啓発活
動も行っていきたいと思います。
議　員　今後ICTやIoT、AI等の技術を
活用することで視覚的な情報伝達も可能
になり、市民サービスの向上につながると
考えますが、所見を伺います。
総務部長　携帯電話の電波を使った個
別受信機や防災アプリ等を研究していま
す。また、消防の現場映像等を災害対策
本部で確認できるシステムについても研
究していきたいと思います。
議　員　映像伝達装置や防災アプリ等
のハード面は早急な検討が必要であり、
一方で人材育成等のソフト面は継続的に
事業を展開することが重要と考えますが、

議　員　地域における防災マップ活用の
ための取り組み事例を伺います。
総務部長　地区によっては防災訓練にお
いて防災マップの説明を行った後、実際
に避難所まで歩き、避難経路や危険箇所
の確認を行っています。今後はこの活動を
広げ、多くの地区で防災マップの周知を
図りたいと思います。

議　員　地域防災リーダーを育成し、自
主防災組織を強化していくために、防災
士の資格取得を促す取り組みについて所
見を伺います。
総務部長　本市では平成28年度から
30年度までに延べ22人が防災士養成
講座を受講し、アドバイザーとして登録さ

所見を伺います。
企画部長　情報技術の進歩に対応でき
る体制を整備し、その技術を活用して市
民に分かりやすい情報発信システムの導
入を検討していきたいと思います。
議　員　有事の際にも対応できる情報
伝達体制を再構築するため、ソフト面での
情報化の推進を行うことについて、市長
の所見を伺います。
市　長　市民サービスや行政改革に最
適に結び付けられるよう、組織で考えてい
きたいと思います。また国が推進している
ICT教育に積極的に協力し、日本を背
負って立てるような次世代の人材を育成
したいと思っています。

れています。今後も補助金の活用等を含
め、地域防災リーダーの育成を図っていき
たいと思います。
議　員　災害発生時には自助が大切で
あることはもちろん、地域内でお互いに助
け合う共助が極めて重要と考えますが、
市長の所見を伺います。
市　長　地域の中には市職員が大勢い
ます。特に避難行動要支援者は、職員の
対応があれば重複的に助けることができ
ますので、きめ細かく指導し、職員を含め
た形でお互いに地域を守るという考え方
が必要と考えます。
議　員　浸水想定区域の中で意識の高
い地区を中心に自主防災組織をつくり、
本市全体へ広げていく取り組みが重要と
考えますが、所見を伺います。
市　長　先進的な地域が全体を引っ
張っていくことはとても大事です。地域で
の連帯意識が非常に強い方も多いので、
みんなで地域を守っていく体制をとってい
ただきたいと思います。

議　員　太田市地域防災計画では市内
199の各行政区に自主防災会を組織す
ることとなっていますが、現状は行政区の
集合体である16の各地区単位の組織と
なっています。台風19号の被害を受け、改
めて各行政区単位での自主防災会の設
置について所見を伺います。
総務部長　有効な手段の一つと考えられ
ますので、地域の皆さんの意見を聞きな
がら進めていきたいと思います。
議　員　各行政区に自主防災会ができ
れば、地区の事業所等に協力を求め、独
自の緊急避難所を設定するなど自発的
な取り組みが起こり、真の共助が進むと
考えますが、市長の所見を伺います。

議　員　本年10月からの幼児教育・保
育の無償化に伴い、市および保育所等の
施設で増加した主な業務を伺います。
福祉こども部長　市では特定子ども・子
育て支援施設等確認事務、副食費減免
事務等があります。保育所では副食費徴
収事務や、これに伴う保護者説明および
同意が必要となりました。幼稚園、認定こ
ども園では、預かり保育における無償化
対象部分と対象外部分の切り分け等、新
たな業務も発生しました。
議　員　増加した業務の効率化のため、
市ではRPAの導入や職員配置の見直し、
施設では入退園管理および幼児の睡眠
状態のチェックにおけるICT化の推進が
必要と考えますが、所見を伺います。
福祉こども部長　市では国や県等と情
報共有しながら、既存システムの改修等
により業務を進めています。 増加した業
務は定型業務とは異なるため現状では
RPAの導入が難しいと考えます。また、施
設におけるICT整備については、その推進

市　長　そのような環境をつくるのはとて
も良いことと思います。ただ、安全な場所
への総合的な誘導等は、行政が責任を
持ってやっていきたいと思います。
議　員　現在の防災計画では風水害と
震災における災害対策本部体制等が全
く同じとなっているため、その見直しを求
めます。併せて、職員の防災計画に対する
習熟度を高めるための教育を行うことに
ついて所見を伺います。
市　長　水害と震災では大きな違いがあ
るため、区分けした防災体制を計画の中
で位置付けたいと思います。また、今回の
災害で防災教育の必要性を肝に銘じまし
たので、職員と地域を上手に組み合わせ
た訓練を行っていきます。
■その他の質問
・避難所の円滑な運営について
・渡良瀬川流域の安全対策について
・土砂災害警戒区域の指定とその解除
について

を支援できるよう取り組んでいきたいと考
えています。
議　員　市および施設において、ICTを
導入して業務負担を軽減することについ
て、市長の所見を伺います。
市　長　煩雑な事務を単純化できるもの
や改革に結び付くものについては、積極
的に導入することに賛成します。
■その他の質問
・保育施設入園申込みについて
・病児保育における利用料の納付方法
について
・学区外から小・中学校へ通学する手続
きについて
・夜間中学校の設置について

本市の情報化政策について
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本市における防災対策について
―地域防災計画等の見直し及び運用管理
について―
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浸水想定区域における防災対策について
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本市の子育て支援策及び学校教育につい
て　―幼児教育・保育の無償化に伴う業
務の効率化について―
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